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航空事故調査及び報告等に関する訓令（昭和30年防衛庁訓令第35号）第12条の規定に

基づき、航空事故の調査及び報告に関する達を次のように定める。 

航空事故の調査及び報告に関する達 

航空事故の調査及び報告に関する達（昭和57年航空自衛隊達第29号）の全部を改正す

る。 

（趣旨） 

第１条 この達は、航空自衛隊における航空事故の調査及び報告に関して必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この達において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 航空事故 航空事故調査及び報告等に関する訓令（以下「訓令」という｡）第２

条に規定する航空事故の範囲の事故をいう。 

(2) 現地調査 航空事故の調査のうち、航空事故に係る情報及び資料を収集し、整

理し、並びに評価する活動をいう。 

(3) 部隊等 編制部隊及び機関並びに自衛隊法（昭和29年法律第165号）第22条第２

項の規定により臨時に編成される特別の部隊をいう。 

(4) 事故発生部隊等 航空事故のあった航空機の機長を指名した部隊等又は航空事

故のあった無人航空機を操縦していた隊員が所属する部隊等をいう。 

なお、航空自衛隊における地方調達の契約履行中に発生した航空事故において

は、当該契約を担当する部隊等をいう。 

(5) 飛行部隊の長 航空自衛隊安全管理規則（平成元年航空自衛隊達第12号）第２

条第７号に規定する部隊の長をいう。 

(6) 損害見積価格 損壊前の状態に復するために必要と見込まれる経費に残存率



（航空自衛隊所属国有財産（航空機）取扱規則（昭和43年航空自衛隊達第13号）

別表第４に規定する残存率をいう。）を乗じた額をいう。 

（航空機の損壊の程度） 

第３条 航空事故による航空機の損壊の程度の判定は、訓令第２条の３の規定によるほ

か、次の各号に掲げるところにより、航空事故のあった航空機が配属されている部

隊等の長が行うものとする。 

(1) 次に掲げる物の一つが修理不能の損壊又は修理可能であるが外注修理を必要と

する損壊は、訓令第２条の３第２号に掲げる「大破」とする。 

ア 主翼（翼端部、翼前縁部、補助翼、スポイラー及びフラップを除く。） 

イ 胴体（スピードブレーキ、レドーム、フイン、扉、窓、ハッチ、点検口がい

給油ブーム、空中受油プローブ及びキャノピーを除く。） 

ウ ヘリコプターの主ローターヘッド部 

(2) 次に掲げる物の一つが修理不能の損壊又は修理可能であるが外注修理を必要と

する損壊は、訓令第２条の３第３号に掲げる「中破」とする。 

ア 降着装置（車輪、ブレーキ、タイヤ及び扉を除く。） 

イ 垂直安定板 

ウ 水平安定板（動翼を兼ねるものを含む。） 

エ ヘリコプターの主ローターブレード 

２ 次の各号に掲げる場合には、訓令第２条第１項第１号に掲げる「航空機の損壊」か

ら除く。 

(1) 毀損した場合で損害見積価格が500万円を超えないとき 

(2) 補助燃料タンク、ターゲット、ドラッグシュート、給油ドローグ及び爆弾等の

航空機の飛行には必ずしも必要でない外部携行器材又は装置器材が損失若しくは

損壊した場合 

(3) 発動機、発動機覆い、発動機補機、プロペラ、翼端部、アンテナ、タイヤ、ブ

レーキ又はフェアリングのみが損壊した場合 

（無人航空機の損壊の程度） 

第４条 航空事故による無人航空機の損壊の程度は、訓令第２条の４の規定により、無

人航空機の航空事故の種別の決定に当たり考慮されない。 

（物件の損壊範囲） 

第５条 自衛隊が所有し、又は使用する物件の損壊で、当該物件の損害見積価格が50万

円を越えない損壊は、訓令第２条第１項第２号及び第４号に掲げる「物件の損壊」

から除く。 

（航空事故発生時の処置） 

第６条 事故発生部隊等の長又は事故現場の最寄りの部隊等の長は、訓令第２条第１項

に掲げる航空事故が発生した場合においては、訓令第３条の規定により処置するほ

か、現地調査が開始されるまでの間、航空事故の目撃者及び事故関係者の証言の聴

取、残がい分布図の作成、事故現場の写真の撮影、事故関係通信内容の整理その他

航空事故の調査に必要な情報及び資料の収集に努めるものとする。 

２ 航空自衛隊事故速報規則（昭和60年航空自衛隊達第15号）第３条各号に掲げる事故



報告の責任者等は、航空事故速報を行うに当たり、航空機による航空事故の場合は

訓令第４条第１項各号に掲げる事項について、無人航空機による航空事故の場合は

訓令第４条第２項各号に掲げる事項について報告するほか、航空機による航空事故

の場合は別表に掲げる部隊及び機関の長に、無人航空機による航空事故の場合は無

人航空機の所属する部隊等の長及び当該部隊等の長を指揮監督する部隊等の長に通

知するものとする。 

（航空事故のあった航空機又は無人航空機及び事故現場の保存等） 

第７条 前条第１項に規定する部隊等の長から、事故現場に派遣を命ぜられた者のうち

の先任者（以下「事故現場指揮官｣という｡）は、第９条に規定する主任調査官又は

第15条の規定により航空事故の調査を行う事故発生部隊等の長が必要とする間、航

空事故のあった航空機又は無人航空機（以下「事故機」という。）及び事故現場を

保存するものとする。 

２ 事故現場指揮官は、前項の規定にかかわらず、事故機及び事故現場を保存すること

が、他に危害を及ぼすおそれがあると認める場合、又は他に著しく障害となるおそ

れがあると認める場合には速やかに必要な処置をとるものとする。この場合、事故

現場指揮官は、極力現地調査に支障をきたさないよう処置するものとする。 

（航空事故調査委員会の設置） 

第８条 訓令第５条第１項の規定に基づき、航空幕僚監部に航空事故調査委員会（以下

「委員会」という｡）を置く。 

（委員会の組織） 

第９条 委員会は、委員長、委員、庶務、主任調査官、調査官及び専門調査官をもつて

別図のとおり組織する。 

２ 委員長は、航空幕僚監部監理監察官の職にある隊員をもつて充てる。 

３ 委員は、次の各号に掲げる職にある隊員をもって充てる。 

(1) 航空幕僚監部人事教育部人事教育計画課教育室長 

(2) 航空幕僚監部防衛部防衛課長 

(3) 航空幕僚監部運用支援・情報部運用支援課長 

(4) 航空幕僚監部装備計画部整備・補給課長 

(5) 航空幕僚監部科学技術計画官 

(6) 航空幕僚監部総括副監理監察官 

(7) 航空幕僚監部次席衛生官 

(8) 航空医学安全研究隊航空安全推進部長 

４ 庶務は、航空幕僚監部副監理監察官をもって充てる。 

５  主任調査官及び調査官（以下「主任調査官等」という。）は、航空医学安全研究隊

司令が指名する航空医学安全研究隊の隊員をもって充てる。 

６ 専門調査官は、必要に応じて、航空幕僚長が指名する航空自衛隊の隊員をもつて充

てる。 

（委員長、委員、庶務、主任調査官、調査官及び専門調査官の職務） 

第10条 委員長は、委員会の会務の運営を総括する。 

２ 委員は、委員会の議事に参加する。 



３ 庶務は、委員会の会務の運営に関する庶務を行う。 

４ 主任調査官は、現地調査を行い、現地調査書を作成して委員長に提出する。 

５ 調査官は、主任調査官の指示に従って、現地調査及び現地調査書の作成（以下「現

地調査等」という。）について、主任調査官を補佐する。 

６ 専門調査官は、委員長の示す専門的事項の調査を行うほか、必要に応じて、現地調

査等について、主任調査官等に協力する。 

７ 委員会の構成員が航空事故のあった航空機又は航空事故に関係する航空機の乗組員

である場合には、当該航空事故についての航空事故調査の職務の従事から除外する

ものとする。 

８ 委員長が不在の場合又は委員長が前項の規定により職務の従事から除外された場合

の処置については、その都度別に示す。 

（現地調査等に対する航空医学安全研究隊の支援業務） 

第11条 航空医学安全研究隊司令は、航空幕僚長から現地調査等に対する支援の実施を

命じられた場合、次の各号に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 第９条第５項に規定する隊員の指名及び委員長に対する通知 

(2) 現地調査の支援に必要な事項 

(3) 現地調査書の作成支援に関する事項 

（委員会の運営） 

第12条 委員長は、航空事故の調査に関して委員を招集する。 

２ 委員会は、現地調査書に基づき、調査の内容、原因の決定及び事故防止方法に関す

る意見について審議するものとする。 

３ 委員長は、主任調査官その他の必要と認める隊員を委員会に出席させて、意見を述

べさせることができる。 

４ 委員長は、委員会の会務の運営及び現地調査等の実施に関して必要な事項を定める

ものとする。 

５ 委員は、部下職員のうち適当と認める者を指名して審議の準備等に関し、補佐させ

ることができる。 

（現地調査の特例） 

第13条 第10条第４項に規定する主任調査官の担任によりがたいと航空幕僚長が認めた

航空事故の現地調査については、その都度別に示す。 

（航空事故調査報告書の提出） 

第14条 委員長は、委員会の審議を経て航空機による航空事故の場合は別紙様式第１

に、無人航空機による航空事故の場合は別紙様式第２にそれぞれ定める航空事故調

査報告書を作成し、関係する調査資料を添えて、航空事故発生の日から90日以内に

航空幕僚長に提出するものとする。 

（小事故等の調査） 

第15条 訓令第２条の４第３号に規定する「小事故」又は同条第４号に規定する「その

他の事故」に該当する航空事故が発生した場合、当該事故発生部隊等の長は、航空

事故の調査を行うものとする。また、訓令第２条に規定する航空事故には至らなか

ったものの、任務遂行に大きな影響が予想され、又は大きな社会的影響が予想され



る事案（以下「事案」という。）が発生した当該部隊等の長は、航空事故の調査に

準じた調査を行うものとする。ただし、航空幕僚長が委員会による航空事故又は事

案の調査を必要と認める場合は、この限りではない。 

２ 前項の規定により、航空事故又は事案の調査を行う部隊等の長は、航空医学安全研

究隊による支援が必要と判断した場合は、航空医学安全研究隊司令に依頼すること

ができるものとする。 

３ 第１項の規定により、航空事故又は事案の調査を行った部隊等の長は、航空機によ

る航空事故の場合は別紙様式第１に、無人航空機による航空事故の場合は別紙様式

第２にそれぞれ定める（航空事故・事案）調査報告書を作成し、航空事故発生の日

から60日以内に航空幕僚長（監理監察官気付）に報告するものとする(０２-Ｘ２０-

ＡＲ(Ｃ-３))｡ 

（航空事故調査結果の通知及び航空事故防止対策報告） 

第16条 航空幕僚長は、航空事故及び事案の調査結果について、航空機の場合は別表に

掲げる部隊及び機関の長に、無人航空機の場合は無人航空機の所属する部隊等の長

及び当該部隊等の長を指揮監督する部隊等の長に通知するものとする。 

２ 別表に掲げる部隊及び機関の長又は無人航空機の所属する部隊等の長は、前項の調

査結果の通知のうち、再発防止方法に関する意見の該当事項について、別紙様式第

３に定める（航空事故・事案）防止対策報告書により、当該通知受領の日から40日

以内に上級部隊等の長を経由して、航空幕僚長（監理監察官気付）に報告するもの

とする(０２－Ｘ２２－ＡＲ(Ｄ))｡ 

（部隊等の長が行う協力及び支援） 

第17条 事故発生部隊等の長その他の部隊等の長は、委員会の行う現地調査に対する協

力並びに関係する情報及び資料の提供を行うほか、委員長から要求があつた場合に

は、人員及び器材の提供等必要な支援を行うものとする。 

（隊員の協力） 

第18条 航空事故に関係する隊員及び航空事故を目撃した隊員は、委員会が行う航空事

故の調査に関し、協力するものとする。 

（航空事故調査報告書等の使用制限） 

第19条 航空事故調査報告書及び調査資料は、航空事故の再発防止のために使用するこ

とを目的とし、隊員の勤務状況を判定する資料及び懲戒処分の証拠等に使用しては

ならない。 

（航空事故調査報告書の保存期間） 

第20条 第14条の規定による航空事故調査報告書の保存期間は、特に示す場合のほか、

３０年とする。 

２ 第15条の規定による（航空事故・事案）調査報告書の保存期間は、特に示す場合の

ほか、５年とする。 

（委任規定） 

第21条 この達に定めるもののほか、この達の実施に関して必要な事項は、部隊等の長

が定めるものとする。 

附 則 



１ この達は、昭和60年10月９日から施行する。 

２ 航空自衛隊所属国有財産（航空機）取扱規則（昭和43年航空自衛隊達第13号）の一

部を次のように改正する。 

第30条第１項中「航空事故及び地上事故の調査及び報告に関する達（昭和46年航

空自衛隊達第９号)」を「航空事故調査及び報告等に関する訓令(昭和30年防衛庁訓

令第35号)」に改める。 

３ 地上事故の調査及び報告に関する達（昭和57年航空自衛隊達第30号）の一部を次の

ように改正する。 

第３条第１項中「航空事故の調査及び報告に関する達（昭和57年航空自衛隊達第2

9号)」を「航空事故の調査及び報告に関する達（昭和60年航空自衛隊達第25号)」に

改める。 

４ 航空自衛隊安全管理規則（昭和60年航空自衛隊達第11号）の一部を次のように改正

する。 

第10条第１項中「航空事故の調査及び報告に関する達（昭和57年航空自衛隊達第2

9号）第14条及び第15条の規定に基づき提出」を「航空事故の調査及び報告に関する

達（昭和60年航空自衛隊達第25号）第14条及び第15条の規定に基づき、提出及び報

告」に改める。 

附 則（昭和62年5月21日航空自衛隊達第24号） 

１ この達は、昭和62年5月21日から施行する。 

２ この達施行の際、現に作成されている従前の規定による様式の用紙は、残存部数に

限り所要の修正をして使用することができる。 

附 則（昭和63年４月８日航空自衛隊達第11号） 

この達は、昭和63年４月８日から施行する。 

附 則（平成元年２月28日航空自衛隊達第４号抄） 

１ この達は、平成元年２月28日から施行する。 

附 則（平成元年３月16日航空自衛隊達第25号） 

この達は、平成元年３月16日から施行する。 

附 則（平成４年４月３日航空自衛隊達第14号） 

この達は、平成４年４月３日から施行する。 

附 則（平成５年８月12日航空自衛隊達第29号） 

この達は、平成５年９月１日から施行する。 

附 則（平成12年３月30日航空自衛隊達第21号） 

この達は、平成12年３月31日から施行する。 

附 則（平成13年６月15日航空自衛隊達第27号） 

この達は、平成13年６月15日から施行する。 

附 則（平成15年３月26日航空自衛隊達第８号抄） 

１ この達は、平成15年３月27日から施行する。 

附 則（平成18年３月24日航空自衛隊達第14号抄） 

１ この達は、平成18年３月27日から施行する。 

附 則（平成24年９月25日航空自衛隊達第50号抄） 



 この達は、平成24年10月９日から施行する。 

   附 則（平成25年3月25日航空自衛隊達第50号抄） 

  この達は、平成25年3月26日から施行する。 

   附 則（平成26年3月26日航空自衛隊達第31号抄） 

  この達は、平成26年3月26日から施行する。 

   附 則（平成27年10月1日航空自衛隊達第37号抄） 

  この達は、平成27年10月1日から施行する。 

      附 則（平成29年6月23日航空自衛隊達第27号抄） 

  この達は、平成29年7月1日から施行する。 

      附 則（令和元年6月27日航空自衛隊達第14号抄） 

１ この達は、令和元年7月1日から施行する。 

附 則（令和2年7月1日航空自衛隊達第42号抄） 

 この達は、令和2年7月1日から施行する。 

   附 則（令和3年3月17日航空自衛隊達第18号抄） 

 （施行期日） 

１ この達は、令和3年3月18日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この達の施行の際、この達による改正前の達に定める様式で、現に残存するもの 

は、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

附 則（令和4年12月13日航空自衛隊達第51号） 

この達は、令和 4年 12月 13日から施行する。 

附 則（令和5年12月4日航空自衛隊達第52号） 

この達は、令和 5年 12月 5日から施行する。 

附 則 

この達は、令和 7年 3月 24日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第６条、第１６条関係） 

 

航空機の航空事故速報等の通知先 

       項目 

 

部隊及び機関の長 

第 6条第 2項 

事故速報 

第 16条第 1項 

(航空事故・事案)

調査結果 

第 16条第 2項 

(航空事故・事案)

防止対策 

飛行部隊の長及び当該部

隊の長を指揮監督する部

隊の長 

○ ○ ○ 

航空警戒管制団司令 ○ ○ ○ 

防空管制群司令 ○   

警戒隊長 ○   

航空保安管制群司令 ○ ○ ○ 

航空気象群司令 ○ ○ ○ 

航空医学安全研究隊司令 ○ ○  

幹部学校長 ○   

幹部候補生学校長 ○   

第１術科学校長 ○ ○  

補給本部長 ○ ○  

補給処長 ○   

 注：○は該当する部隊を示す。 

 

 

 

  



凡例 

   ：現地調査団 

    （現地調査を行う組織をいう。） 

別図（第９条関係） 

 

 

航空事故調査委員会組織図 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

航空事故調査委員長

航空幕僚長 

航空幕僚監部 

副監理監察官 

主任調査官 

調査官 

専門調査官 委員 

１ 航空幕僚監部 

（１）教育室長 

（２）防衛課長 

（３）運用支援課長 

（４）整備・補給課長 

（５）科学技術計画官 

（６）総括副監理監察官 

（７）次席衛生官 

２ 航空医学安全研究隊  

航空安全推進部長 

航空幕僚監部 

監理監察官 
庶務 



別紙様式第１（第１４条、第１５条関係）  

 

（航空事故・事案）調査報告書 

（ 年度 第 号） 

１ 事故の概要  

(1)  事故発生部隊等名  

(2)  事故の種別  

(3)  航空事故のあった航空機の機種、機番  

(4)  操縦者及び事故関係者 

氏     名     

階     級     

任     務     

認 識 番 号     

生 年 月 日     

年     齢     

特 技 番 号     

技 能 証 明 

取 得 年 月 日 

    

 計器飛行証明 

有 効 期 間 

    

飛行 

時間 

総計     

当該機種     

死     傷     

(5)  事故発生の日時、場所及び天候  

ア 日時  

年  月  日  時  分  

イ  場所  

ウ  天候  

(6)  飛行方式、任務区分  

(7)  事故の発生時期 

(8)  事故の形態、種類  

(9)  航空機の損壊等 

航空機の損壊 損害額 修復・回収等の処置 

   

２ 事故の経過概要  

３ 調査した事実  



４ 調査分析  

５ 事故の原因  

６ 事故防止方法に関する意見  

７ 添付書類  

注：１ 事故の原因が複数ある場合は、各原因を時系列に並記するものとする。  

２ 事故の原因の末尾に、括弧書きで、操縦、監督、整備、器材、環境、管理及

びその他に分類して付すものとする。  

３ 事案調査報告書の場合は、各項目の「事故」を必要に応じて「事案」に読み

替えるものとする。 

  ４ 事故発生部隊長が（航空事故・事案）調査報告書を作成する場合は、報告統制

章号を記載するものとする。 

   ５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とし、縦長に使用する。 

 

  



別紙様式第２（第１４条、第１５条関係） 

  

（航空事故・事案）調査報告書（無人航空機） 

（ 年度 第 号） 

１ 事故の概要  

(1) 事故発生部隊等名 

(2) 事故の種別 

(3) 航空事故のあった無人航空機の機種 

(4) 操縦者及び事故関係者 

氏     名     

階     級     

任     務     

認 識 番 号     

生 年 月 日     

年     齢     

特 技 番 号     

飛行 

時間 

総計     

当該機種     

死     傷     

(5) 事故発生の日時、場所及び天候  

ア 日時  

年  月  日  時  分  

イ 場所  

ウ 天候  

(6) 事故の発生時期 

(7) 事故の形態、種類 

２ 事故の経過概要  

３ 調査した事実  

４ 調査分析  

５ 事故の原因  

６ 事故防止方法に関する意見  

７ 添付書類  

注：１ 事故の原因が複数ある場合は、各原因を時系列に並記するものとする。  

２ 事故の原因の末尾に、括弧書きで、操縦、監督、整備、器材、環境、管理及

びその他に分類して付すものとする。  

３ 事案調査報告書の場合は、各項目の「事故」を必要に応じて「事案」に読み

替えるものとする。 

４ 事故発生部隊長が（航空事故・事案）調査報告書（無人航空機）を作成する場

合は、報告統制章号を記載するものとする。 

  ５ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とし、縦長に使用する。 



別紙様式第３（第 16条関係） 

                          発 簡 番 号 

発簡年月日 

 

航空幕僚長 殿 

（監理監察官気付） 

経 

由 

経由先 経由番号 経由年月日 

   

 

 

発簡者名  

 

（航空事故・事案）防止対策報告書 

（０２-Ｘ２２-ＡＲ（Ｄ）） 

対象事故 

発生年月日 発生部隊等 発生場所 機種、機番 事故種別 

     

事故防止方法に関する意見 処置状況及び完了年月日 備考 

 

 

 

 

  

注：１ 事案調査報告書に対する対策の場合は、各項目の「事故」を必要に応じて「事

案」に読み替えるものとする。 

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とし、縦長に使用する。 

 

 


